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施　策　カ　ル　テ
１　施策の位置付け 担当課 高齢福祉課

総合計画
　政策の柱

市民の安全で健康な笑顔あふれる暮らしを支
えるために

政策名
（基本施策

名）
高齢期の生活を充実する

取組の
　基本方向

「高齢期の生活を充実する」ため，健康の維持や介護予防の推進による「高齢者の自立促進」，生涯にわたり社会
の中で活躍できる機会の充実を図るための「高齢者の生きがいづくりの充実」，住み慣れた地域での自立した生活
を支援するための「介護保険事業の充実」に，重点的に取り組みます。

政策目標
（基本施策目標）

高齢者が自らの介護予防に積極的に取り組み，住み慣れた地
域の中で生きがいをもって，充実した生活を送っています。

２　施策の現状と達成状況，課題の抽出

①施策名 高齢者の自立促進

④
施
策
の
達
成
状
況

②施策目標 高齢者が健康で自立した生活を送っています。

外部意見
その他

　平成２０年度に開催した社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会において，介護予防や認知症高齢者対策への積極的な取組
の必要性が指摘された。
　平成２３年３月，「宇都宮市認知症高齢者等対策懇談会」から，対応すべき課題や取り組むべき施策・事業について取り
まとめられた報告書が提出され，より一層の取組が求められた。
　平成２２年１２月に実施した高齢者施策に関する意識調査では，市の取り組むべき重要な高齢者事業として，認知症高齢
者やその家族への支援が第１位（２７．０％）となった。

　国は，平成２０年７月「認知症の医療と生活の質を高める緊急プロジェクト」を策定し，また，県においても平成２１年
３月「高齢者支援計画（はつらつプラン２１）」を策定し，各種施策を推進している。

　今後，団塊の世代が高齢期を迎えるなど，高齢者がさらに増加することに伴い，利用を希望するサービスや参加したい活
動などについて，高齢者のニーズも益々多様化することが見込まれる。

施　策　指　標（単位）

Ｈ１９：基準 Ｈ２０ Ｈ２１

―---― 目標値 目標値

実績値 実績値 実績値

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４：目標

達成率
(%)

目標値 目標値 目標値

実績値 実績値 ―---―

89.1指標①
（総合計画
に基づく指

標）

要介護認定を受けていない高齢者の
割合

―---― 86.1 90.1

94.2%

③施策を
取巻く環境

国・県等の
動向

85.1 85.1 85.4 84.9

87.1 88.1

―---―

指標②
―---―

#DIV/0!
―---―

指標③
―---―

#DIV/0!

達成している

―---―

指標④
（特記事項）

　認定基準の見直し等により評価が困難ではあるものの，介護予防教室の開催や認知
症サポーターの養成などの様々な施策を展開することにより，目標に対し９割以上の
水準を維持している。

―---―

⑤
市
民
意
識
調
査
結
果

市民の
施策満足

度
15.8%

市民の
施策重要

度
78.1%

⑥
施
策
の
評
価

達成度
● 成

果
が
見
ら
れ
る
点

　全小学校区域において介護予防教室を開催し，地域における介護予
防の取組を推進することができた。
　認知症サポーターを約４，５００人養成したことにより，認知症の
人や家族にとって暮らしやすい環境づくりに寄与した。

（単年度目標） （90％以上） （70％～90％未満） （70%未満）

減少している
説
明

必要性・緊急性
● 増加している

（住民・社会ニーズ）
横ばい

⑦
現
状
分
析
と
課
題
の
抽
出

（

③
～

⑥
を
踏
ま
え
た
分
析
）

概ね達成 達成していない 説
明

　介護を必要とする高齢者や認知症高齢者の増加が見込まれていることから，高齢者
がいつまでも健康ではつらつとした生活を送ることができる社会が求められている。

不十分な事業が
一部ある

不十分な事業が
複数ある

適切性
● 十分である

（適切な事務事業
の選択，実施）

説
明

　介護予防教室の開催など介護予防を推進するうえで適切な事業を実施しており，一
定の効果が得られている。 改

善
の
必
要
な
点

　把握された特定高齢者が要介護状態になることを予防するため，介
護予防事業への参加促進を図る必要がある。
　市単独扶助事業において，市民ニーズに合ったサービスを提供でき
るよう，事業のあり方を検討していく必要がある。

　介護予防教室の実施や認知症サポーターの養成などで目標以上の実績を上げている
ことから，有効であると考える。

有効性 ● 十分である
（政策目標への効果）

やや不十分であ
る

不十分である
説
明

３　今後の取組方針

⑧取組の
考え方

総論 　高齢化が進行するなか，健康で生きがいをもち，安心して自立した生活を送ることができる社会を目指すため，高齢者が要介護状態にならないよう支援する。

⑨政策評価
会議意見

同左重点事業
　高齢者が要介護状態等になることを予防し，いつまでも住み慣れた地域で生き生きと自立した生活ができるよう介護予防に取り組む。
　認知症高齢者の増加が見込まれることから，昨年度に取りまとめた「宇都宮市の認知症高齢者等対策」の推進に積極的に取り組む。

見直し事業 　市単独扶助事業において，他の事業との整合を図りながら，事業内容を検討する。

４　施策を構成する事務事業一覧

№ 事　　　業　　　名 対　　象　　者
開始
年度

活　動　指　標　等
事業の
方向性

Ｈ２１

目標値

実績値

Ｈ２２

施 策 目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 方 針目標値 事業費 事業費

実績値 (千円) (千円)

Ｈ２１ Ｈ２２ 重点度
（Ａ～Ｃ）
※施策目標
に対する
寄与度

講演会等の参加者数（人）
350 350

269 184

30,8771

担当課 高齢福祉課

Ｈ１８
介護予防一般高齢者施策事業

６５歳以上の高齢者 介護予防教室実施回数（回）
768

737

575

792

817
34,566 継続

　介護予防の普及啓発に努め，引き続き全小学校区における地域に密着した介護予防教室を開催す
る。
　また，介護予防に関する講演会を継続して開催することなどにより，広く介護予防に対する啓発
に努める。

Ａ

健康相談・健康教育の実施回数
（回）

590

527
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優先して力を入れていく
ことが求められる領域

見直し・効率化が
求められる領域

重点的な取組が一段落
したと考えられる領域

今後も力を入れていく
ことが求められる領域

高

　
重

要

度

　
低

低 満 足 度 　　　　高
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9
281 192 Ｂ 見直し（統合）

施　策　事　業　費　合　計 807,063 834,373

　類似事業との整理・統合の検討を行いつつ，適切に事業を実施する。
9

12
老人福祉電話の設置 安否確認が必要な６５

歳以上の高齢者
Ｓ４９ 福祉電話利用者数（台）

13

担当課 高齢福祉課 13

24
1,305 1,080 Ｂ 継続

29

　高齢者等の閉じこもり防止や交流機会の拡大を図るため，事業の周知に努めながら，事業を実施
する。24

11
福祉入浴援助事業補助 虚弱な高齢者等・公衆

浴場経営者
Ｈ１０ 福祉入浴援助事業実施日数（日）

48

担当課 高齢福祉課

140
1,766 1,636 Ｂ 継続 　保健衛生と健康保持のため，今後も事業の周知を図りながら，適正な事業運営を行う。

116
10

高齢者無料入浴券交付事業 自宅に入浴施設がない
７０歳以上の高齢者

Ｓ５０ 助成交付者数（人）
138

担当課

継続
　家に閉じこもりがちな高齢者が要介護状態となることを予防する必要があることから，提供する
サービスの内容の充実に努めながら事業を実施する。

高齢福祉課 109

28,740
91,241

25,466
延利用者数（人）

27,900

26,820

47,872 Ｂ

9
生きがい対応型デイサービス運営事業

ひとり暮らし高齢者等 Ｈ１２
担当課 高齢福祉課

86,823 Ｂ

見直し 　市民ニーズを踏まえ，事業内容の見直しを検討する。
6,385

8
はり・きゅう・マッサージ施術料の助成事業

７０歳以上の高齢者等 Ｈ２
はり・きゅう・マッサージ助成券交

付者数（人）

6,826

担当課 高齢福祉課 7,579

47
11,810

26

（補助利用者のうち）継続して在宅
で生活できた人数（人）

43

32

7,030
46,394

7,974 Ｂ 継続 　介護保険制度の住宅改修費と連携しながら，必要な人に効果的に支援できるようにする。7
高齢者住宅改造補助事業 要支援以上の高齢者の

いる世帯
Ｈ６

担当課 高齢福祉課

　生活援助員の研修等により資質の向上を図りながら事業を実施する。
担当課 高齢福祉課 156 156

生活援助員派遣世帯数（件） 19,024 19,103 Ｂ 継続

266
382,352 Ａ

156 156

437

4,000

2,909 4,377 Ａ

217,018 Ａ 継続

6
高齢者用世話付住宅生活援助員派遣事業 独立して生活が不安な

６０歳以上の者
Ｈ９

継続

相談件数（件）
30,870

2,400

６５歳以上の高齢者と
その家族

Ｈ１８ 403,042

2,439

介護が必要となるおそ
れがある６５歳以上の

高齢者
Ｈ１８

328

153,358

10,060

特定高齢者の決定者数（人）
1,200

249
2

2,000

23,743
　介護予防の普及啓発に努め，特定高齢者の介護予防事業への参加促進を図る。

通所型介護予防事業参加者数（人）
担当課 高齢福祉課 1,987

介護予防特定高齢者施策事業

3,600

3

32,410

11,491 　地域包括支援センターが効果的に事業を実施できるよう，介護事業者，医療機関，民生委員等と
の連携強化を支援する。
　また，センターの認知度の向上を図るため，より一層の周知活動を行う。介護予防ケアマネジメント作成件数

（件）

242

担当課 高齢福祉課 334

地域包括支援センター運営事業

4,496
4

認知症対策事業

認知症高齢者とその家
族など

Ｈ２０ 認知症サポーター養成数（人）

4,000

担当課 高齢福祉課

570

拡大
2,819

　より効果的に高齢者の食生活の改善や介護予防の推進を図る。
381

41,367 35,069 Ｂ 継続

　平成２２年度に取りまとめた「宇都宮市の認知症高齢者等対策」に基づき，「認知症早期発見
チェックリスト」等の配布や関係機関との連携などにより事業の推進に積極的に取り組む。
　また，認知症の正しい知識や理解の普及を図るため，引き続き認知症サポーターを養成する。

5
食の自立支援事業（配食サービス） 食生活の支援が必要な

６５歳以上の高齢者
Ｈ１２ 配食サービス利用者数（人）

540

担当課 高齢福祉課


	自立促進

